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（申請様式１）

                                                                  （用紙Ａ４）

                             

                                                         
 支出負担行為担当官　

 　　　東京航空局長　　　殿

 　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　　　所

 　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称

 　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名

 

 

 １.　企業の施工実績を記載した書面

 ２.　配置予定技術者の資格等を記載した書面

 ３.  施工計画を記載した書面

 ４.　１，２の契約書写し

平成　　年　　月　　日

競争参加資格確認申請書

   平成○○年○月○○日付けで公告のありました稚内空港航空灯火施設維持工事（平成26年度～
平成29年度）に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

 　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でな いこと及び
添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記



（申請様式２）
（用紙Ａ４）

件名： 稚内空港航空灯火施設維持工事（平成26年度～平成29年度）

会社名：

注１）

　　　○○道○○市○○空港内

　　　○○○　　　　　　　円（消費税含む）

　　　平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

　　単体　　　　　　　又は　　　　JV（○社JV、出資比率　　　　）

　　対象物の名称・構造（対象がわかる発注図面等添付のこと）

　　対象物の規模・数量等（規模・数量がわかる発注図面等を添付のこと）

　　主要な工種・数量等

　　同種又は類似　（同種又は類似であることがわかる資料を添付すること。）

　　　有　　　　又は　　　　無

　　　○○○－○○○－○○○（許可番号－登録番号）

工
事
概
要

同種・類似の別

平成24年4月1日から平成26年3月31日の間に稚内市、天塩郡豊富町又は
宗谷郡猿払村の何れかの防災訓練等に企業として参加又は稚内空港長
が主催する重大事案発生時訓練・情報伝達訓練等に参加したことが証明
できるもの（日付のわかるレジメ・参加者名簿・写真・主催団体の証明等）を
添付のこと

国土交通省における過去４年間
の工事の成績評定点

過去２年間の優良工事表彰等の
有無

企業の品質管理体制／環境体
制について

地域内における本店・支店の所
在地の有無について

当該工事区域近隣地における過
去２年間の防災訓練等参加又は
災害対応の活動の実績の有無

共に取得あり　・　片方取得あり　・　無し

ISO9000Sと14000Sに関して本件の契約支店等の取得状況（事業所登録）がわか
る資料を添付のこと

有　　　　・　　　　無

件数○○件　平均○○点(小数点第一位を四捨五入）

注）平成１３年４月１日以降に完成した国土交通省発注工事については、工事成績評定通知書の写しを添付
すること。なお、補足資料の追加を求めることがある。

平成22年4月1日から平成26年3月31日の間に完成引き渡しをした国土交通省発
注の電気工事（航空灯火施設維持工事を含む）で受注額の大きい上位3件（ただ
し、受注額に係わらず航空灯火施設維持工事は含めるものとする。）の工事成績
評定とし通知書をすべて添付のこと

工　　　期

受注形態等

CORINS登録の有無

工
事
名
称
等

対　　象

規　　模

工事内容

工事種別

企　業　の　施　工　実　績

工　事　名

発　注　者

施工場所

契　約　額

有　　　　・　　　　無

平成24年4月1日から平成26年3月31日の間に受賞した表彰状（写）等　証
明書を添付のこと（国又は都道府県発注の公共工事に限る）

有　　　　・　　　　無

北海道内に本店又は支店があるか



（申請様式３）
（用紙Ａ４）

件名： 稚内空港航空灯火施設維持工事（平成26年度～平成29年度）

会社名：

注１）

　　　○○道○○市○○空港内

　　　平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

　　　○○○　　　　　　円（消費税含む）

　　　単体又は共同企業体名（共同企業体の場合出資比率を記入）

　　　現場代理人　・　監理技術者　・主任技術者　・　担当者　等

　　　平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

　　　有　　　　又は　　　　無

　　　○○○－○○○－○○○（許可番号－登録番号）

　　　有（○件、平均○○点）　　　　又は　　　　無

注）平成１３年４月１日以降に完成した国土交通省発注工事については、工事成績評定通知書の写しを添付
すること。　なお、補足資料の追加を求めることがある。

配置予定技術者が担務した
国土交通省における過去４年
間の工事成績評定点

平成22年4月1日から平成26年3月31日の間に完成引き渡しをした国土交通省発注
の電気工事（航空灯火施設維持工事を含む）で受注額の大きい上位3件（ただし、受
注額に係わらず航空灯火施設維持工事は含めるものとする。）を担務したことがわ
かるCORINS等の写し及びその工事成績評定点通知書の写しを添付すること。

CORINS登録の有無

工
　
事
　
名
　
称
　
等

工　事　名

発　注　者

施工場所

工　　　期

　監理技術者資格講習（取得年、修了証番号）

　　　フリガナ

平成24年4月1日から平成26年3月31日の間に優良工事表彰を受けた工事の担務者
（現場代理人・主任技術者・監理技術者・担当技術者）であった。又は優良技術者表
彰を受けた。表彰状（写）、現場担当のCORINS等　証明書を添付のこと（国又は都
道府県発注の公共工事に限る）

申請時における従事状況
従事あり　　　・　　　　従事無し

従事中の場合は、従事中の工期末がわかるCORINS等の写しを添付のこと。

雇用状況 雇用状況が分かる証明書を添付すること。

過去２年間の優良工事技術
者表彰等の有無

有　　　　・　　　　無

従事期間

契約額及び
受注形態等

従事役職

同種工事　　　　・　　　類似工事

（取得年、登録番号等）
その他本工事での有効な資格

同種・類似の別

※複数名の申請の場合、本様式で人数分提出すること。また、その際の評価については最低評価点の者で
評価する。

配置予定技術者の資格・施工経験

　　　○○○○

（上記は全て資格者証の写しを添付すること。）

最　終　学　歴　 　　　○○大学○○学部○○学科　○年○月卒業

氏　　　　　名

競争参加資格条件の法令による資格

　監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）建設業法上必要な資格

生　年　月　日

　１級電気工事施工管理技士（取得年月日及び登録番号）

第一種電気工事士資格



（申請様式４）
（用紙Ａ４）

件名： 稚内空港航空灯火施設維持工事（平成26年度～平成29年度）
会社名：

名　称 施工計画

課　題 空港制限区域内工事としての安全対策について

空港制限区域内工事としての安全対策について記述して下さい。

　施　工　計　画　書

施　工　計　画　

注）本提案書は、説明図を含みＡ４版（横書きでも可）２枚までにまとめること。（文字サイズ10.5P以上）

（制限区域内での工事において、航空機の運航へ影響を与えないために留意
すべき一般的な安全対策を記載する。なお、技術提案で求める日々の作業実
施時の対応において記述した項目であっても、空港制限区域内工事として基
本的に留意すべき事項については記載して構いません。）

※記載にあたっての留意点（ポイント）

①契約後に監督職員に提出する「施工計画書（安全管理）」に反映できる内容と

すること。

②本項目については、競争参加資格で言う「施工計画が適正であること」の判断

資料としますので、必ず提出すること。

③記載無き場合は、参加資格の欠格となります。



( )

1



( )

1



　 別紙７

評価内容と評価基準

工事件名： 稚内空港航空灯火施設維持工事（平成26年度～平成29年度）

評価基準 配点 加算点

　　有効な提案：優（２点）
　　適切ではあるが有効とは認めがたい提案：可（０点）

同種工事の施工実績あり 1.0点
類似工事の施工実績あり 0.0点
８０点以上 1.5点
８０点未満７５点以上 1.0点
７５点未満７０点以上 0.5点
７０点未満又は受注実績なし 0.0点

国又は都道府県の工事発注機関の表彰（国においては局長
相当、都道府県においては知事相当の表彰）の実績あり

0.5点

国又は都道府県の工事発注機関の表彰（国においては事務
所長相当、都道府県においては知事相当以外の表彰）の実
績あり

0.3点

表彰の実績なし 0.0点
ISO9000S/14000Sの取得あり 0.5点
上記何れかの取得あり 0.3点
取得なし 0.0点
北海道内に本店又は支店 1.0点
上記以外 0.0点

参加実績あり 0.5点

実績なし 0.0点

a）１級電気工事施工監理技士 1.0点

b）電気主任技術者 1.0点

上記以外の有資格者 0点
同種工事を主任（監理）技術者又は現場代理人として
の担当実績あり

2.0点

類似工事を主任（監理）技術者又は現場代理人として
の担当実績あり

1.5点

同種工事を担当者としての実績あり 1.0点
類似工事を担当者としての実績あり 0.0点
８０点以上 0.5点
８０点未満７５点以上 0.3点
７５点未満７０点以上 0.2点
７０点未満６５点以上又は担務実績なし 0.0点
平均値でなく１件でも６５点未満有り -0.5点
国又は都道府県の工事発注機関の表彰の表彰（国において
は局長相当、都道府県においては知事相当の表彰）の実績
あり

0.5点

国又は都道府県の工事発注機関の表彰（国においては事務
所長相当、都道府県においては知事相当以外の表彰）の実
績あり

0.3点

表彰の実績なし 0.0点

最高加算点

【補足事項】
１．ペナルティーについて

(1)工事成績評定点から減点をするペナルティ

２．虚偽の申告等の場合は、契約金額の減額又は契約違反としての措置をとる場合がある。

同種工事

類似工事

○上記評価項目に対して有効と思われる提案を簡潔かつ具体的（※留意点を参考）に記載してください。○抽象的表現の提案は、加点
評価しない。○提案がない場合は、「技術提案なし」と記載すること。○提案する数は、評価項目毎に最大５提案までとし、６提案以上は
評価しない。

（３）企業の施工実績等について

注３）当該工事区域近隣地とは、稚内市、天塩郡豊富町又は宗谷郡猿払村をいう。

①技術提案として事前に提出し加点対象として評価された提案にあっては同等以上の施工を行うものとする。提案内容が履行されない場合は、当該
提案に応じた加算点をペナルティとし、工事成績評定点から減点する。ただし、当局の都合により履行が出来なくなった場合は、ペナルティの対象とし
ない。

②配置予定技術者を途中交代せざるを得ない状況により当局との協議により変更した場合の変更配置予定技術者の能力等が下回る場合は、当初加
算点との差分をペナルティとし、工事成績評定点から減点する。（競争参加資格に付してある資格と経験を満足しない技術者は同等の変更配置予定
技術者として認められない。）

３．同種又は類似工事については下表とする。

空港の制限区域内の「航空灯火施設等の定期点検、監視室駐在作業、応急復旧工」全ての工種を含む経常的維持工事の施工実績

航空法施行規則第１１７条に規定する「陸上空港等の飛行場灯火」の設置工事の施工実績

※上記でいう「空港」とは、国管理空港、会社管理空港、特定地方管理空港、地方管理空港又はその他供用空港の何れかをいう。

※上記でいう「経常的」とは、３ヶ月以上の工期を有する工事をいう。

注１）過去１５年の施工実績とは平成１１年４月１日以降完成・引渡しが完了した工事とする。

注２）過去２年間とは、平成２４年４月１日から平成２６年３月３１日とする。過去４年間とは、平成２２年４月１日から平成２６年３月３１日とする。

30点

④企業の品質管理体制／環境体制ついて

③主任（監理）技術者が担務した国土交通省
における過去４年間の工事成績評定点の平
均点（かつ1件）　　注２）

④過去２年間の優良工事技術者表彰の有無
注２）

２評価項目設定

20点１評価項目×有効
１評価提案×2.0点
×5提案＝10点

評価項目

※評価項目①、②のそれぞれの１提案につき以下の評
価を行う。

（１）維持工事の実施全般についての提案
　①緊急時（地震・台風等自然災害含む）
　　への対応
（２）実施方法についての提案
　①日々の作業実施時の対応

①過去１５年間の同種工事の施工実績の有
無　注１）

②国土交通省における過去４年間の電気工事（航空灯
火施設維持工事を含む）で受注額の大きい上位3件の
工事成績評定点の平均点　注２）

③過去２年間の優良工事表彰等の有無
　注２）

５点

５点

⑤地域内における本店・支店の所在地の有
無について
⑥当該工事区域近隣地における過去２年間
の防災訓練等参加の有無　　注２、３）

①主任（監理）技術者の保有する資格
「a）、b）の資格は、累積加算する。」

②過去１５年間の主任（監理）技術者の同種
又は類似工事の施工経験の有無　　注１）

（４）配置予定技術者の能力について





















 

 
                                        （誓約書様式） 

平成  年  月  日 
 

支出負担行為担当官 
○○航空局長 ○○○○殿 

  
 
                                       入札参加事業者 住  所（郵便番号      ） 
                                                       電話番号（   ）       － 
                           商  号 

又は名称 
                     氏  名                                    ○印  
                                              （法人にあっては、代表者氏名） 
                                                                                   

                     法定代理人 
○印  

氏  名 
 
 
 
 

誓 約 書 
 
 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、入札に参加するに当たり、下記の

事項を誓約します。 
 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 
  

記 

 

１． 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下「法」

という。）第 10 条第 4号及び第 6号から第 9号の暴力団排除条項に該当しないこと。 

 

２． 暴力団又は暴力団関係者を再委託先としないこと。 

 

３． 法第 10 条各号の競争参加資格の欠格事由に該当しないこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

（意見聴取対象者リスト様式） 

公共サービスの内容         

落札予定事業者  住所又は所在地        

意   見   聴   取   対   象   者 

上記事業者との関係        
フ リ ガ ナ

氏  名 生 年 月 日 性別 住      所 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※１ 記載されている個人情報については、暴力団排除条項等の欠格事由の審査のため、必要な範
囲内において利用し又は警察庁等関係行政機関に対し提供します。 

※２ 記載しきれないときは、適宜用紙を追加して記載して下さい。 
※３ 意見聴取に際し、必要に応じて、住民票の写し等の確認書類の提出を求める場合があります。 
※４ 意見聴取の対象、必要な事項は「意見聴取に必要な事項一覧表」のとおりとする。 
 



 

 
意見聴取に必要な事項一覧表 
 意見聴取の対象（※１） 意見聴取に必要な事項

 
 
 
 
 
 
 
落 
 
 
 
 
札 
 
 
 
 
予 
 
 
 
 
定 
 
 
 
 
事 
 
 
 
 
業 
 
 
 
 
者 
 
 
 
 
 

 
個
人
の
場
合 

① 落札予定事業者 
 
 

・氏名、生年月日、性別、住所 
・商号又は屋号 
 

② ①の法定代理人（※２） 
 

・氏名、生年月日、性別、住所

 
 
 
 
 
 
法 
 
 
 
 
 
 
人 
 
 
 
 
の 
 
 
 
 
 
 
場 
 
 
 
 
 
 
合 

③ 落札予定事業者 
 

・商号又は名称 
・主たる事業所の所在地 
 

④ ③の役員 
 
 

・氏名、生年月日、性別、住所、役職名

⑤ ④の法定代理人 
 

・氏名、生年月日、性別、住所

⑥ ③の主要株主等（※3） 
  （個人） 

・氏名、生年月日、性別、住所 
 

⑦ ③の主要株主等（法人） 
 

・商号又は名称 
 
 

⑧ 相談役、顧問等④と同等以上の支配力を有
する者 

・氏名、生年月日、性別、住所

⑨ ③の親会社等（※4）（個人） ・氏名、生年月日、性別、住所
 

⑩ ⑨の法定代理人 ・氏名、生年月日、性別、住所
 

⑪ ③の親会社等（法人） ・商号又は名称 
 

⑫ ⑪の役員 ・氏名、生年月日、性別、住所

⑬ ⑫の法定代理人 ・氏名、生年月日、性別、住所

⑭ 相談役、顧問等⑫と同等以上の支配力を有
する者 

・氏名、生年月日、性別、住所
 

（留意事項） 

※１ 「意見聴取の対象」は、それぞれ該当する者がいる場合に対象とする。 
※２ 「法定代理人」とは、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合の当該未

成年者の法定代理人をいう。 
※３ 「主要株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を所有する株主及び出資総額

の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。 
※４ ここでいう「親会社等」は、入札参加事業者に対して施行令第３条第１項各号のいずれかに該

当する関係（特定支配関係）を有している者のみをいい、同条第２項に規定する者は含まない
ものとする。   




